
 

「指定都市都道府県調整会議の開催の申出に対する 

神奈川県知事の対応について」 

県内三指定都市市長連名のコメントを発出しました 

本日、本村市長を含む県内三指定都市市長（山中 横浜市長、福田 川崎

市長、本村 相模原市長）は、別紙のとおり、コメントを発出しましたの

で、お知らせします。 

【趣旨】 

 ２月１８日に三市長が連携し、地方自治法に定める「指定都市都道府県

調整会議」の開催を県知事に申し出たところ、これに対して、３月８日に

県知事から協議案件に該当しないなどと回答があったことから、当該回答

内容を踏まえたコメントを三市長連名で発出したもの。 

参考資料１ 指定都市都道府県調整会議（総務省公開資料） 

参考資料２ 指定都市都道府県調整会議の開催状況（総務省公開資料） 

令和４年３月１１日 

相模原市発表資料 
横浜市・川崎市・相模原市 

同時発表 

問合せ先 

広域行政課 
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指定都市都道府県調整会議の開催の申出に対する神奈川県知事の対応について 

神奈川県知事及び横浜市長、川崎市長、相模原市長（以下「三市長」）のそれぞれが特別

自治市制度に関する見解を様々な場面で発信し、神奈川県における地方自治のあり方など

について市民、県民の関心も寄せられる中、三市長は、知事・市長間での意見交換が必要

であると考え、「持続可能な行政運営に向けた県と指定都市の役割分担」を首長間で協議す

るため、2月 18日に連携し、地方自治法に定める「指定都市都道府県調整会議」の開催を

知事に申し出た。 

これに対して、3 月 8 日に知事からは、三市長が協議を求める「持続可能な行政運営に

向けた県と指定都市の役割分担」については、指定都市都道府県調整会議の協議案件に該

当しないとして、申出事項に関しては、「『指定都市都道府県調整会議』ではなく、別途、

実務レベルでの協議の場を設けて議論したい」旨の回答があった。 

他の自治体では、指定都市都道府県調整会議などを活用し、幅広い議題で知事・市長間

の積極的な協議が行われている中、三市長の求めに応じない姿勢は、理解し難い。 

今後、三市長としては、指定都市都道府県調整会議にこだわることなく、知事に対し、

三市や神奈川県における行政の実情を踏まえ、速やかに我々三市長と前向きで率直な議論

をしていただくことを強く求めていく。 

令和 4年 3月 11日 

横浜市長 山中竹春 

川崎市長 福田紀彦 

相模原市長 本村賢太郎 



指定都市都道府県調整会議

指定都市の市長 都道府県知事

○ 指定都市又は都道府県は、二重行政を防止するために必要であると認めるときは、調
整会議における協議を求めることができる。

→ 指定都市又は都道府県は、協議を求められれば、応じなければならない。

協議を調えるために必要と認めるとき
総務大臣の勧告を求める申出が可能

総務大臣の勧告
（指定都市都道府県勧告調整委員

及び各省の意見を聴く）

指定都市都道府県調整会議

【構成員として追加可能な者】
・他の執行機関の代表者
・職員
・議会を代表する者として議会が選任した者

・学識経験者

○ 指定都市と都道府県の二重行政の問題を解消し、事務処理を調整するための協議の場

（改正法の施行により、いわば自動的に設置されていることになるもの）

【例】
・公共施設の整備（都市部に不足する介護老人福祉施設の整備など）
・同一の施策の調整（圏域の成長のための産業政策や中小企業支援策など）
・類似した行政分野の調整（ゲリラ豪雨対策としての河川整備と下水道整備など）

目的

協議事項
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指定都市名 回数

札 幌 市 ゜

仙 ム 市 2 ロ

さいたま市 ゜

千 葉 市 ゜

横 浜 市 2 

JII 崎 市 1 

相 模 原 市 ゜

潟 市 5 

静 岡 市 ゜

浜 松 市 ゜

名古屋市 2 

京 都 市 5 

開他 構成員
年月日 ※＜＞内敷字は下記参閤

H28 7 20 (1)市長、知事
く4>市議会の代表者（議長）

R2131 く7)県護会の代表者（議長）

H29 3 30 く1)市長、知事

R2.1116 く1)市長、知事

R2115 く1)市長、知事

H28 714 

く1)市長、知事
H29 3 30 く3)副市長、地域・魅力創造部長

く6)副知事、知事政策局長
''''''''''''''''''''''''''''''''''' く8)学津絆験を有する者

H29 8 10 

H30 7 23 

指定都市都道府県調整会議の開催状況

開催テーマ

・会議運営要綱について
•県・市の運携について

.. 

・県有施設等の再編について

・大都市 行政について
・県市の協議連携について

.. 

・大都市 行政について

・大都市 行政について

・調整会議の運営方法について
・県と新潟市の課題整理について

......... .. ... , .. ''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''●● ·-

・調整会議の今後の方 向 性について
•本県の拠点
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•新潟県の拠点性 向 上に汽する新潟市の都市 機能向 上に 向 けた県市の取組について
●●●●●'" '''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''●● ·-

•新潟県の拠点性 向 上に資する新潟都心の都市デザインについて
'''''''''''''''''''''''''''''''''''............. _,,., '''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''......... ●●●●●'" ''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''●● ·-

く1)市長、知事 ・「新潟都心の都市デザイン」の進捗状況及び今後の取紐について

Rl 87 く3)副市長、政策企画部長 ・ニ重行政等の各テーマについて
く6)副知事、知事政策局長 •本県の拠点性 向 上に資する新潟市の都市 機能向 上に 向 けた取組
<B>学識経験を有する者 •今後の請整会議の運営について

・調整会議運営要領について
H284.19 く1>市長、知事 •県・市の連携事業について

•第2回会議の開催について"' 
く1)市長、知事

_,,., '''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''......... ●●●●●'" ''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''''●● ·-

く3)市長が副市長のうちから選任した者
H28 8 30 く4>市会が選挙により選出した者で2名以内 •県・市の連携事業について

く6)知事が副知事のうちから選任した者
く7>県議会が選挙により選出した者で2名以内

く1)市長、知事 ・詞整会議の運営方法について
・文化庁の全面的移転に 向 けた連携く3>副市長、総合企画局長 ・府市 施設の連携強化H28.9.8 く5)京都府教育長 ・災吝対策く6>副知事、総務部長、政策企画部長 ・次世代育成く9)京都市教育長 ・産業、観光 施策の連携強化
·;· 支化庁褪能拡大と文化政策

.. 

H2911.9 ・次世代育成・医僚•福祉
く1)市長、知事 ・京都都市圏ネットワ ークの充実
く3>面市長、総合企画局長 ：庶直箆設の連携強化

.. 

く6)副知事、総務部長、政策企画部長 •安心•安全のまちづくり
H30 8 29 ・子育て支援

・産業・観光の振興
.. 

く1)市長、知事 ・子育て支援の充実
R1 828 く3>副市長(3名）、総合企画局長 •安心•安全のまちづくりの 推進

く6)副知事(3名）、総務部長、政策企画部長 ・産業・文化・観光の振興
.. 

く1)市長、知事 •新型コロナウイルス感染症の拡大防止（医療・保健•福祉）
R2 8 26 く3>副市長(1名）、総合企画局長 ・京都経済の回復と府民・市民生活の下支え

く6)副知事(1名）、政策企画部長 ・ウィズコロナ時代の持続可能な京都のまちづくり

（平成28年4月1日～令和2年12月31日）

7法項第

の
25規2定条にの基21づのき2!11定 会艤の実施により効果があった（又は効果が見込まれる）事案
めたも の 及びその時期

゜

゜

X 

X 

・パスポート発給事務の移譲平成29年3月30日に開催した第1回調整会議における協議の結果、移譲に 向 けた
検討を開始することについての合意がなされた。その後の検討の結果、平成31年3月22日に、県の事務処理特例
条例が改正され、令和元年10月31日から本市が発給事務を実施し、新たに市パスポートセンターを設置すること
になった。

・県と墳浜・川崎両市は、高圧ガス保安法に基づく許認可権限の移譲を前提に、コンビナート地域の防災力の強化

゜
に 向 け、今後より一 層の運携・協力を 推進することを合意した。

具体的には、来年度より、職員の技術力、地域の防災力の強化のため 、新たに臓員の相互 交 流を実施するとと
もに、同地域における防災訓練や事業所への合同立入検査などについて運携を一 層強化して実施する。

また、同権限の移譲については、「県・市町村間行財政システム改革推進協議会」に新たに 「検討部会」を設琶
し、住民の目線に立って、具体的な課題を協議する。

・産地の安全対策として、県と横浜市は、急傾斜地崩壊対策事業に係る事務の権限移譲について、住民目線に
立って、今後協議を進め ていくことを確認した。

県と墳浜・川崎両市は、高圧ガス保安法に基づく許認可権限の移譲を前提に、コンビナート地域の防災力の強化
に 向 け、今後より一 層の連携・協力を 推進することを合意した。

゜
具体的には、来年度より、職員の技術力、地域の防災力の強化の
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するとと
もに、同地域における防災訓練や事業所への合同立入検査などl

また、同権限の移譲については、「県・市町村間行財政システム改革推進協議会」に新たに「検討部会」を設匠
し、住民の目線に立って、具体的な課題を協議する。

゜

・職員研修の共同実施（平成28年8月～）
・ハイレペル国際コンペンション等新潟開催 推進会議の設雹（平成29年2月）→G20農業大臣会合の新潟市開催

゜ が決定（平成30年4月）
・県保健環境科学研究所と新潟市衛生環墳研究所の連携に関する覚呑締結（平成29年2月）
・「第34回国民文化祭，第19回全国隷がい者芸術・文化祭新潟県実行委員会」を設立（平成30年3月）

X 

X 

゜

・京都難病相談・支援センターを府・市で共同設置・運営を開始（平成30年4月）
・京都市水道技術研修 施設における市・府・府下市町村の合同研修を実施（平成30年8月）
・京都府立医科大学附属病院における病児保育事業の市民受入れの開始 （平成30年12月）
・子ども医療費支給制度の更なる拡充 （令和元年9月）
・オール京都による「スタートアップ・エコシステム支援協議会」の設立（令和元年12月から）及び国のスタートアッブ

X 
拠点都市への選定（令和2年7月）
・救急安心センター事業 (#7119)の共同実施（令和2年10月）
・府市それぞれの地球温暖化対策条例を府市連携のうえ改正（令和2年12月議決）
・介護 施設等での新型コロナウイルス感染症発生に偏えた介護職員相互派遺協定の綺結（令和2年10月）
•新型コロナウイルス感染症離職者採用支援事業の実施（令和2年度）
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